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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第20期

第２四半期
累計期間

第19期

会計期間
自 2022年２月１日
至 2022年７月31日

自 2021年２月１日
至 2022年１月31日

売上高 (千円) 455,530 673,439

経常利益 (千円) 94,249 53,431

四半期(当期)純利益 (千円) 64,763 37,551

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 43,000 43,000

発行済株式総数 (株) 1,299,400 1,299,400

純資産額 (千円) 1,061,674 1,003,407

総資産額 (千円) 1,166,292 1,047,159

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 49.84 28.90

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 5

自己資本比率 (％) 91.0 95.8

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 169,126 △170,782

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) ― △150,000

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △6,830 △15,592

現金及び現金同等物の四半期末(期
末)残高

(千円) 681,591 519,295

回次
第20期

第２四半期
会計期間

会計期間
自 2022年５月１日
至 2022年７月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 36.10

(注)１. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

　 ２. 持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

　 ３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　 ４. 当社は、第19期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第19期第２四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

　 ５. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首から
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適用しており、当第２四半期累計期間及び当第２四半期会計期間に係る主要な経営指標については、当該会

計基準等を適用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰ

の部)に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行っ

ておりません。

また、当第１四半期会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を

適用しております。

詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期財務諸表 【注記事項】(会計方針の変更等)」に記載のとおりでありま

す。

(1)財政状態に関する説明

　 (資産の部)

当第２四半期会計期間末における資産合計は1,166,292千円となり、前事業年度末に比べ119,132千円増加いた

しました。これを流動・固定資産別にみますと以下のとおりであります。

流動資産は1,082,712千円となり、前事業年度末に比べ114,718千円増加いたしました。これは主として現金預

金の増加162,296千円及び有価証券の減少49,510千円によるものであります。

固定資産は83,579千円となり、前事業年度末に比べ4,414千円増加いたしました。これは主として投資その他の

資産の長期前払費用の増加343千円及び繰延税金資産の増加4,063千円によるものであります。

(負債の部)

　当第２四半期会計期間末における負債合計は104,617千円となり、前事業年度末に比べ60,866千円増加いたしま

した。これは主に、工事未払金の減少3,478千円、未払法人税等の増加36,149千円、未払消費税等の増加20,349千

円及び預り金の増加5,203千円によるものであります。

(純資産の部)

当第２四半期会計期間末における純資産合計は1,061,674千円となり、前事業年度末に比べ58,266千円増加いた

しました。これは、四半期純利益による増加64,763千円及び株主配当の支払による減少6,497千円によるものであ

ります。

(2)経営成績の状況

　当第２四半期累計期間における当社の経営環境は、当社では営業力及び他社との差別化を強化したことにより民

間工事・公共工事共に前年同期比を２期連続で上回りました。また展示会やアップコン工法の積極的なＰＲ活動を

行いました。

　建設業界におきましては、地政学的リスクによる燃料や原材料の供給難や価格高騰などが、各企業の経営を圧迫

し続けております。

　このような状況下、当第２四半期累計期間の売上高は455,530千円、営業利益88,519千円、経常利益94,249千円、

四半期純利益は64,763千円となりました。

　当社は、沈下修正事業の単一セグメントのため、セグメント別の記載を省略しております。

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物の残高は681,591千円となり、前事業年度末に比べ162,296

千円増加いたしました。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとお

りであります。
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①営業活動によるキャッシュ・フロー

　 当第２四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは169,126千円の収入となりました。

主な要因は、税引前四半期純利益94,249千円、未収還付消費税等の減少15,872千円、未払費用の増加4,875千円、

未払消費税等の増加20,875千円及び法人税等の還付額35,969千円等が生じたことによります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　 当第２四半期累計期間における投資活動によるキャッシュフローは―千円となりました。

　 これは、有価証券の取得200,000千円及び有価証券の償還200,000千円が生じたことによります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　 当第２四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは6,830千円の支出となりました。

　 これは主に、配当金の支払額6,497千円が生じたことによります。

(4)会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(5)経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標

新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)に記載した「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」中の経

営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標の記載について重要な変更はあり

ません。

(6)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

(7)研究開発活動

　 当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は5,491千円であります。

なお、当第２四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(8)経営成績に重要な影響を与える要因

　 当第２四半期累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因に変更はありません。

(9)資本の財源及び資金の流動性についての分析

新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)に記載した資本の財源及び資金の流動性について重要な変更はあ

りません。

３ 【経営上の重要な契約等】

　 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,197,600

計 5,197,600

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年11月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,299,400 1,299,400
東京証券取引所

(TOKYO PRO Market)

権限内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であ
り、単元株式数は100株です。

計 1,299,400 1,299,400 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式

総数増減数(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年５月１日
～

2022年７月31日
― 1,299,400 ― 43,000 ― 11,850
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(5) 【大株主の状況】

2022年７月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株)
発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

松藤展和 神奈川県川崎市高津区 862,800 66.40

アクアプレコン株式会社
神奈川県川崎市高津区溝口１－15－３

ブランズ溝の口レジデンス1201号
167,000 12.85

松藤真弓 神奈川県川崎市高津区 60,000 4.62

松藤花梨 神奈川県川崎市高津区 60,000 4.62

松藤南輝 神奈川県川崎市高津区 60,000 4.62

千家道恵 神奈川県横浜市緑区 24,000 1.85

飯塚朋子 東京都葛飾区 16,000 1.23

桑田豪 東京都新宿区 12,000 0.92

江間哲郎 東京都府中市 12,000 0.92

川口宏二 神奈川県横浜市港北区 10,000 0.77

計 ― 1,283,800 98.80

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,299,400 12,994
権利内容に何ら制限のない当社
における標準となる株式であ
り、単元株式数は100株です。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,299,400 ― ―

総株主の議決権 ― 12,994 ―

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しています。

２．監査証明について

当社は、株式会社名古屋証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、第２四半期会計期間

(2022年５月１日から2022年７月31まで)及び第２四半期累計期間(2022年２月１日から2022年７月31日まで)に係る四

半期財務諸表について、みおぎ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年１月31日)

当第２四半期会計期間
(2022年７月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 519,295 681,591

受取手形 12,341 15,380

　 完成工事未収入金 76,342 102,958

有価証券 247,615 198,105

　 未成工事支出金 34,049 ―

　 材料貯蔵品 11,306 12,145

前払費用 11,516 19,213

その他 55,526 53,317

流動資産合計 967,993 1,082,712

固定資産

有形固定資産

　 建物・構築物 2,891 2,891

　 減価償却累計額 △1,839 △1,958

　 建物・構築物（純額） 1,051 932

　 機械・運搬具 130,868 130,868

　 減価償却累計額 △117,047 △118,904

　 機械・運搬具（純額） 13,820 11,964

　 工具器具・備品 48,358 47,258

　 減価償却累計額 △38,054 △38,124

　 工具器具・備品（純額） 10,303 9,134

　 リース資産 ― 4,257

　 減価償却累計額 ― △425

　 リース資産（純額） ― 3,831

　 有形固定資産合計 25,175 25,862

　 無形固定資産

　 ソフトウェア 686 603

　 特許権 135 95

　 無形固定資産合計 821 698

　 投資その他の資産

　 長期前払費用 305 648

　 繰延税金資産 ― 4,063

　 差入保証金 21,678 21,311

　 保険積立金 31,098 30,924

　 その他 85 70

　 投資その他の資産合計 53,167 57,018

　 固定資産合計 79,165 83,579

資産合計 1,047,159 1,166,292
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(単位：千円)

前事業年度
(2022年１月31日)

当第２四半期会計期間
(2022年7月31日)

負債の部

流動負債

工事未払金 15,776 12,297

　 リース債務 ― 842

未払金 8,449 8,509

未払費用 9,634 14,509

未払法人税等 100 36,249

　 未払消費税等 ― 20,349

　 未成工事受入金 3,938 220

　 預り金 2,827 8,031

流動負債合計 40,725 101,010

固定負債

　 リース債務 ― 3,607

繰延税金負債 3,025 ―

固定負債合計 3,025 3,607

負債合計 43,751 104,617

純資産の部

株主資本

資本金 43,000 43,000

　 資本剰余金 11,850 11,850

　 利益剰余金 948,557 1,006,824

株主資本合計 1,003,407 1,061,674

純資産合計 1,003,407 1,061,674

負債純資産合計 1,047,159 1,166,292
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2022年２月１日
至 2022年７月31日)

売上高

完成工事高 455,530

　売上原価

　 完成工事原価 213,569

　売上総利益

　 完成工事総利益 241,960

販売費及び一般管理費 　※１ 153,440

営業利益 88,519

営業外収益

受取利息及び配当金 2,419

助成金収入 2,693

有価証券評価益 490

　 その他 331

営業外収益合計 5,933

営業外費用

　 支払利息 148

　 その他 55

営業外費用合計 203

経常利益 94,249

税引前四半期純利益 94,249

法人税、住民税及び事業税 36,575

法人税等調整額 △7,089

法人税等合計 29,485

四半期純利益 64,763
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2022年２月１日
至 2022年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 94,249

減価償却費 3,639

受取利息及び配当金 △2,419

　支払利息 148

助成金収入 △2,693

　有価証券評価損益(△は益) △490

　売上債権の増減額(△は増加) △29,655

　棚卸資産の増減額(△は増加) 33,210

　仕入債務の増減額(△は減少） △3,478

　未収還付消費税等の増減額(△は増加) 15,872

　未払金の増減額(△は減少) 60

未払費用の増減額(△は減少） 4,875

　未払消費税等の増減額(△は減少) 20,875

　その他 △5,285

小計 128,909

利息及び配当金の受取額 2,129

　利息の支払額 △148

　助成金の受取額 2,693

　法人税等の支払額 △426

法人税等の還付額 35,969

営業活動によるキャッシュ・フロー 169,126

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △200,000

　有価証券の償還による収入 200,000

投資活動によるキャッシュ・フロー ―

財務活動によるキャッシュ・フロー

　リース債務の返済による支出 △333

　配当金の支払額 △6,497

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,830

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 162,296

現金及び現金同等物の期首残高 519,295

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 681,591
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第２四半期累計期間
(自 2022年２月１日 至 2022年７月31日)

(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、工事

契約に関して、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを

顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。

　履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価

の合計に占める割合に基づいて行っております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足する

と見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益

を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、当第２

四半期累計期間の四半期財務諸表に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用)

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあ

りません。

(追加情報)

　 (新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて)

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定に

ついて重要な変更はありません。

(四半期損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2022年２月１日
至 2022年７月31日)

役員報酬 40,800千円

従業員給料手当 38,295

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2022年２月１日
至 2022年７月31日)

現金預金勘定 681,591千円

現金及び現金同等物 681,591
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(株主資本等関係)

　 当第２四半期累計期間(自 2022年２月１日 至 2022年７月31日)

　 １ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年４月25日
定時株主総会

普通株式 6,497 5 2022年１月31日 2022年４月26日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

となるもの

　該当事項はありません。

　 ３ 株主資本の金額に著しい変動

　 該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当社は沈下修正事業の単一事業であるため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　 当第２四半期累計期間(自 2022年２月１日 至 2022年７月31日)

(単位：千円)

完成工事高

民間事業 311,660

公共事業 143,870

顧客との契約から生じる収益 455,530

外部顧客への売上高 455,530

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2022年２月１日
至 2022年７月31日)

１株当たり四半期純利益 49円84銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 64,763

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 64,763

普通株式の期中平均株式数(株) 1,299,400

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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(重要な後発事象)

　 該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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